退職願(各種書式テンプレート集)
※本テンプレートは弁護士・社会保険労務士監修ですが、退職事情・会社との関係・損害賠償リスク等に応じた修正が必要です。退職交渉が困難な場合、退職勧奨に応じる場合、ハラスメント被害がある場合、未払賃金がある場合等は、必ず弁護士・労働基準監督署等の専門的サポートをご検討ください。
【退職願の性質と退職届との違い】 退職願は、従業員が会社に退職を「願い出る」書面で、会社の承諾前は撤回可能です(合意による退職)。一方、退職届は退職を「届け出る」書面で、原則として撤回不可です(一方的な意思表示)。役員の場合は「辞表」を使います。本テンプレートには退職願・退職届・辞表の4書式セットを含めていますので、状況に応じて使い分けてください。

このテンプレの使い方
本テンプレートは、複数の書式パターンを含む退職関連書面のひな形集です。次の手順でご利用ください。
1. Wordをダウンロード
1. 使用するパターンを選択(下記「書式パターン早見表」参照)
1. 氏名・退職希望日・会社情報を編集(青字部分・[ ]内を置換)
1. 印刷の上、押印(認印可・シャチハタは避ける)
1. 封筒に入れて、直属の上司に直接手渡し

書式パターン早見表
	パターン
	該当ケース
	特徴

	メイン
	退職願(縦書き・伝統的)
	円満退職・撤回可能性を残す

	①
	退職願(横書き)
	IT・ベンチャー等の現代的職場

	②
	退職届(縦書き)
	退職意思が固まった後

	③
	退職届(横書き)
	同上(現代的書式)

	④
	辞表
	取締役・監査役等の役員




【メインテンプレ】退職願(縦書き・標準版)
(縦書きで作成する場合のレイアウト。実際には縦書きで書く)

                  退 職 願



                                    [提出年月日(令和YYYY年MM月DD日)]



[会社の正式名称(例:○○株式会社)]

代表取締役 [代表者氏名] 殿


                        [本人の所属部署(例:営業部第一営業課)]

                              [本人氏名]   印


                    私 儀



このたび、一身上の都合により、令和[YYYY]年[MM]月[DD]日をもちまして
退職いたしたく、ここにお願い申し上げます。


                                                    以 上


【メインテンプレ(縦書き退職願)の留意点】 - 用紙:B5白色便箋(罫線は薄いもの・無地もOK) - 筆記具:黒のボールペン又は万年筆 - 手書きが伝統的・誠実な印象 - 「私儀(わたくしぎ)」は本文中央に小さめに書く - 退職希望日は十分な準備期間(1〜2ヶ月後)を考慮


【書式パターン①】退職願(横書き版)

                                              令和[YYYY]年[MM]月[DD]日
[会社の正式名称] 代表取締役 [代表者氏名] 殿
         [本人の所属部署]
         [本人氏名]   印
退 職 願
私こと[本人氏名]は、このたび一身上の都合により、令和[YYYY]年[MM]月[DD]日をもちまして退職いたしたく、ここにお願い申し上げます。
ご承認のほど、よろしくお願い申し上げます。
                                                以 上

【パターン①(横書き退職願)の留意点】 - 用紙:A4白色用紙 - PC作成・印刷が一般的 - IT・ベンチャー・外資系等の現代的職場向け - 部署や氏名等は上下のバランスを考慮して配置


【書式パターン②】退職届(縦書き版)
(退職意思が固まった後の書式・原則撤回不可)

                  退 職 届



                                    [提出年月日(令和YYYY年MM月DD日)]



[会社の正式名称]

代表取締役 [代表者氏名] 殿


                        [本人の所属部署]

                              [本人氏名]   印


                    私 儀



このたび、一身上の都合により、令和[YYYY]年[MM]月[DD]日をもちまして
退職いたします。


                                                    以 上

【パターン②(縦書き退職届)の留意点】 - 退職願との違いは「お願い申し上げます」(願い出)→「退職いたします」(届出) - 原則として撤回不可 - 退職意思が完全に固まった後に提出 - 会社との合意済みの場合に使用


【書式パターン③】退職届(横書き版)

                                              令和[YYYY]年[MM]月[DD]日
[会社の正式名称] 代表取締役 [代表者氏名] 殿
         [本人の所属部署]
         [本人氏名]   印
退 職 届
私こと[本人氏名]は、このたび一身上の都合により、令和[YYYY]年[MM]月[DD]日をもちまして退職いたします。
                                                以 上

【パターン③(横書き退職届)の留意点】 - PC作成・印刷が一般的 - 横書き・現代的書式 - 退職意思が固まった後の提出 - 撤回不可の効力


【書式パターン④】辞表(役員用)
(取締役・監査役・執行役員等の役員辞任時に使用)

                    辞 表



                                    [提出年月日(令和YYYY年MM月DD日)]



[会社の正式名称]

代表取締役 [代表者氏名] 殿


                              [本人氏名]   印


                    私 儀



このたび、一身上の都合により、貴社[取締役/監査役/その他]の職を、
令和[YYYY]年[MM]月[DD]日をもちまして辞任いたしたく、ここにお願い
申し上げます。


                                                    以 上

【パターン④(辞表)の留意点】 - 役員(取締役・監査役・執行役員等)の任期途中の辞任に使用 - 一般従業員は退職願・退職届を使用 - 役員辞任は会社法の手続(役員変更登記等)が必要 - 関連記事「取締役辞任届テンプレ」も参照


封筒の書き方サンプル
退職願・退職届の封筒の書き方を整理します。
封筒の選び方
	項目
	内容

	色
	白色(無地)

	種類
	二重封筒(中身が透けないもの)

	サイズ
	便箋B5の場合:長形4号 / 用紙A4の場合:長形3号


封筒表面(縦書き)
┌────────────────────────────────────┐
│                                          │
│                                          │
│                                          │
│            退 職 願                       │
│                                          │
│                                          │
│                                          │
└────────────────────────────────────┘
· 封筒の中央に「退職願」(又は「退職届」)を縦書きで大きめに書く
· 黒のサインペン又は筆ペンで明瞭に
· 切手・宛先は書かない(手渡しのため)
封筒裏面(縦書き)
┌────────────────────────────────────┐
│                                          │
│                                          │
│                                          │
│                                          │
│  営業部 第一営業課                       │
│  山田 太郎                               │
│                                          │
└────────────────────────────────────┘
· 封筒の裏面左下に所属部署+氏名を縦書き
· 比較的小さめの文字で

必須6項目チェックリスト
退職願・退職届の必須6項目を整理します。
· ① 表題(「退職願」「退職届」「辞表」)
· ② 私儀(私事)(本文中央に小さめに書く)
· ③ 退職理由(「一身上の都合」が標準)
· ④ 退職希望日(具体的な年月日)
· ⑤ 提出日・所属・氏名・押印
· ⑥ 宛先(会社名・代表者の役職・氏名・「殿」)

退職事情別の文面サンプル
退職事情に応じて、本文を以下のように調整できます。
自己都合退職(標準)
私儀
このたび、一身上の都合により、令和[YYYY]年[MM]月[DD]日をもちまして
退職いたしたく、ここにお願い申し上げます。
健康上の理由(具体的に書きたい場合)
私儀
このたび、健康上の都合により、令和[YYYY]年[MM]月[DD]日をもちまして
退職いたしたく、ここにお願い申し上げます。
家族の事情(介護・看護等)
私儀
このたび、家族の介護に専念する必要が生じたため、令和[YYYY]年[MM]月[DD]日
をもちまして退職いたしたく、ここにお願い申し上げます。
結婚・出産
私儀
このたび、結婚に伴う転居のため、令和[YYYY]年[MM]月[DD]日をもちまして
退職いたしたく、ここにお願い申し上げます。
退職勧奨に応じる場合(会社都合)
私儀
このたび、貴社の退職勧奨に伴い、令和[YYYY]年[MM]月[DD]日をもちまして
退職いたしたく、ここにお願い申し上げます。

退職前のチェックリスト
退職願提出前に確認すべき事項を整理します。
退職予告期間の確認
· 就業規則の退職予告期間を確認(1〜2ヶ月前が一般的)
· 民法第627条:期間の定めのない雇用契約は2週間前の申入れで終了
· 十分な余裕(1〜2ヶ月)を持って提出
· 引継ぎ期間の確保
提出前の準備
· 直属の上司への口頭での退職意思の伝達(先に相談)
· 上司との退職時期・引継ぎの協議
· 退職金規程の確認
· 有給休暇の取得計画
提出方法の確認
· 直属の上司への直接手渡し(郵送・メール・他人経由はNG)
· 静かな場所(会議室等)で
· 上司の都合の良い時間を選ぶ
· 立った状態で両手で渡す
· 「お世話になりました。退職願をお持ちしました」と一言

退職時の関連手続
退職願提出後、次の関連手続が必要となります。
退職時(退職日前後)
· 業務の引継ぎ完了
· 社内資料・備品の返却
· 健康保険証の返却
· 退職証明書の受領(必要時)
· 源泉徴収票の受領
· 離職票の受領
退職後(退職後速やかに)
· 健康保険の切替え(任意継続/国民健康保険/家族の扶養)
· 年金の切替え(国民年金/転職先の厚生年金)
· 雇用保険(失業給付)の手続き(ハローワーク)
· 住民税の支払い(普通徴収への切替え)
· 所得税の確定申告(必要に応じて翌年3月)

印紙税について
退職願・退職届・辞表は、印紙税法上の課税文書に該当しないため、印紙税は非課税です。
· これらは個人から会社への一方的な意思表示書面であり、契約書等の課税文書には該当しません。
· 紙で作成する場合も、電子化する場合も、印紙税は不要です。

電子化の対応
退職願・退職届は、実務的には紙書面+押印+直接手渡しが標準です。電子化は補助的な活用となります。
電子化が可能な場面
· 会社が電子化対応を認めている場合
· 遠隔地勤務・テレワーク中での退職
· 退職に関連する付帯書類(誓約書・機密保持契約等)の電子化
· 退職証明書の電子受領
電子化の注意点
· 退職意思の重要性に鑑み、原則として紙書面+押印が標準
· 電子化する場合も、上司との事前の口頭での退職意思伝達は不可欠
· 会社の慣習・上司の判断を確認

利用上の注意
※本テンプレートは弁護士・社会保険労務士監修ですが、退職事情・会社との関係・損害賠償リスク等に応じた修正が必要です。重要案件は必ず弁護士・労働基準監督署等にご相談ください。
必ず確認すべき事項
· 就業規則の退職予告期間(1〜2ヶ月前が一般的)
· 直属の上司への口頭での退職意思伝達を先に行う
· 退職願 vs 退職届の使い分け(撤回可能性の有無)
· 押印(認印可・シャチハタは避ける)
· 封筒(白色無地・二重封筒)
· 直接手渡し(郵送・メール・他人経由はNG)
退職理由の表現
· 「一身上の都合」が標準(詳細不要)
· 具体的理由を書きたい場合は健康・家族・結婚等の表現を使用
· 退職勧奨の場合は「貴社の退職勧奨に伴い」を使用
· 失業保険申請では、離職票上の真の退職理由が問われる
退職トラブル対応
退職時に次のようなトラブルが発生した場合、専門家への相談を推奨します。
	トラブル
	対応

	退職拒否
	弁護士・労働基準監督署への相談・内容証明郵便での退職届送付

	損害賠償請求
	弁護士相談・引継ぎを誠実に行う

	未払賃金・残業代
	労働基準監督署・弁護士相談

	ハラスメントによる退職
	弁護士・労働局相談

	不当な退職金減額
	社会保険労務士・弁護士相談

	離職票の不当発行
	ハローワーク相談


業種・状況別の追加検討事項
	業種・状況
	追加検討事項

	役員(取締役・監査役)
	辞表+役員変更登記の手続(本テンプレパターン④)

	管理職
	引継ぎ計画・後任者育成・部下への配慮

	専門職
	競業避止義務・機密保持義務の確認

	未消化有給休暇
	退職前の有給取得・買取交渉(法的義務はないが慣行的に応じる場合あり)

	退職勧奨に応じる
	退職条件(退職金加算等)の事前確認

	海外勤務
	帰国手続・税務(居住者/非居住者)・社会保障協定


編集時の注意
· [ ]括弧内の箇所は、自身の状況に応じて編集してください。
· 不要なパターンは削除可能。
· 退職理由(自己都合/会社都合等)は実情に応じて選択してください。
· 退職希望日は、就業規則の退職予告期間を考慮して設定してください。
重要案件は専門家相談
· 弁護士(退職トラブル全般・損害賠償・ハラスメント・未払賃金)
· 社会保険労務士(労務管理・退職金・社会保険)
· 労働基準監督署(賃金未払・不当な退職拒否)
· 都道府県労働局(総合労働相談コーナー・あっせん)
· ハローワーク(失業保険・離職票関連)
· 法テラス(経済的に余裕がない方の無料相談)
· 労働組合(個人加入可・団体交渉等)
なお、ムスビサインなら無料登録で月3件まで無料、有料プランも月々3,000円(税込)で月50件の契約締結が可能です。詳しくは公式サイト(https://musubisign.com)をご覧ください。
※本テンプレートは2026年5月時点の法令・実務慣行をもとに作成しています。法令や制度は変更される場合がありますので、最新情報は厚生労働省等の公式情報をご確認ください。本テンプレートは一般的なひな形であり、特定の事案に関する法的助言を提供するものではありません。退職事情・会社との関係・損害賠償リスク等に応じた個別のカスタマイズについては、必ず弁護士・社会保険労務士等の専門家にご相談ください。退職交渉が困難な場合、退職勧奨に応じる場合、ハラスメント被害がある場合、未払賃金がある場合等は、専門的サポートが不可欠です。退職は人生における重要な節目であり、心理的・経済的な影響が大きいため、信頼できる専門家(社会保険労務士・弁護士・労働基準監督署等)のサポートをご検討ください。
